
特定非営利活動法人 日本国際ボランティアセンタ‐定款

第 1章  総 則

第 1条 (名 称)こ の法人は、特定非営利活動法人日本国際ボランティアセンターと称する。

(夢さ言吾:名  Japan lnternatiOnal Volunteer Center, 略称 JVC)

第 2条 (事務所の所在地)こ の法人は、主たる事務所を東京都台東区に置く。

第 3条 (目 的)この法人は、地球上の全ての人々が自然と共存し、共に生きられる社会を築くた

めに、1)世界の様々な場所で国際協力の活動を通して、社会的に強いられた困難な状況

を、自ら改善しようとする人々を支援し、2)地球環境の保全を図る活動並びに、社会教

育活動を通して、新しい生き方と人間関係を創 りだすことを目的とする。

第 4条 (活動の種類)こ の法人は第 3条の目的を達成するため、特定非営利活動に係る事業とし

て、次の活動を行 う。

(1)社会教育の推進を図る活動

(2)環境の保全を図る活動

(3)災害救援活動

(4)人権の擁護又は平和の推進を図る活動

(5)国際協力の活動

(6)男女共同参画社会の形成の促進を図る活動

(7)前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動。

第 5条 (活動に係る事業の種類)この法人は、第 3条の目的を達成するため、特定非営利活動に

係る事業として、次の事業を行う。

①世界各地の難民、紛争や災害による被災民及び社会的に困難な境遇にある人々に対して

の救援・復旧・復興協力事業、及び開発協力事業、政策提言並びにそれらに係る事業。

②国内の大規模災害で被災した人々に対しての救援・復旧・復興協力事業、政策提言並び

にそれらに係る事業。

③前項① o②に関して、機関誌・刊行物等の発行及びマスメディア等を通じての広報活動

並びに社会教育、政策提言などの事業。

④この法人の目的にかなう事業を行つている他団体に対しての支援事業。

⑤その他この法人の目的達成に必要な事業。

第 2章  会 員

第 6条 (種別)こ の法人の会員は、次の3種とし、正会員をもって特定非営利活動促進法 (以下

「法」という)における社員とする。

①正会員

この法人の目的に賛同して入会した個人又は団体。

②賛助会員
この法人の事業を賛助するため入会した個人又は団体。

③特別会員
理事会において推薦された個人又は団体。

第 7条 (入会)正会員及び賛助会員として入会 しようとする者は、代表理事が別に定める入会申

込書により、代表理事に申し込むものとする。
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2、 代表理事は、前項の申込みがあったとき、本会の目的に合致すると認めるときは正当

な理由のない限り、入会を認めなければならない。

3、 代表理事は、第 1項のものの入会を認めないときは、速やかに、理由を付 した書面を

もって本人にその旨を通知 しなければならない。

4、 特別会員に推薦された者は、入会の手続を要せず、本人の承認をもって会員となる。

第8条 (会費)会員は、総会において別に定める会費を納入する。

2、 正会員は、前条の条件に加え会費の納入によってその資格を取得する:

第 9条 (退会)会員は、退会の届けを代表理事に提出して、任意に退会することができる。

2、 会員が次の各号のいずれかに該当するときは退会したものとみなす。

①死亡したとき。団体にあっては解散したとき。

②会員が正当な理由なく会費を1年以上滞納し、相当の期間を定めて催告してもそれに応

じない時。

第10条 (除名)会員が次の各号のいずれかに該当する場合には、その会員に事前に弁明の機会を

与えた上で、総会において 3分の 2以上の議決に基づき除名することができる。

①この定款又は規則に違反したとき。
②この法人の名誉を著しく傷つけ、又はこの法人の目的に反する行為をしたとき。

第 3章  役 員

第11条 (役員の種別及び定数)こ の法人に次の役員を置く。

①理事 7入以上
´

②監事 1人以上2人以内´

第12条 (役員の選任)理事及び監事は、総会において正会員(団体にあつてはその代表者)の中か

ら選任:する。

2、 理事会は、次の役職者を過半数の議決で選任する。

①代表理事   1名
②副代表理事  1名

3、 役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者もしくは3親等以内の親族が

1名 を超えて含まれ、または当該役員並びにその配偶者及び 3親等以内の親族が役員の

総数の3分の 1を超えて含まれることになってはならない。

4、 法第 20条各号のいずれかに該当する者は、この法人の役員になることができない。

5、 監事は、理事又は職員を兼任することはできない。

第13条 (理事の職務)代表理事は、この法人を代表 し、その業務を統括する。

2、 副代表理事は代表理事を補佐 し、代表理事に事故があるとき、又は代表理事が欠けた

ときは、その職務を代行する。
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3、 理事は、理事会の構成員として、法令・定款、総会及び理事会の議決に基づき、この

法人の業務を執行する。

第14条 (監事の職務)監事は次の業務を行う。
①理事の業務執行の状況を監査すること。

②この法人の財産の状況を監査すること。
③前2号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関し不正の行為又は法令も

しくは定款に違反する重大な事実があることを発見したときは、これを総会又は所轄庁
に報告すること。

④前号の報告をするために必要があるときは、総会を招集すること。

⑤本条 1号、2号の点について理事に意見を述べること。

第15条 (役員の任期)役員の任期は 2年とする。ただし再任は妨げない。

2、 補欠又は増員により選任された役員の任期は、前任者又は現任者の残任期間とする。
´

3、 前 2項の規定にかかわらず、任期満了前に、総会において後任の役員が選任された場

合は、当該総会が終結するまでを任期とする。また、任期満了後、後任の役員が選任さ

れていない場合には、任期の末日後最初の総会が終結するまでその任期を伸長する。́

4、 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務を行わ

なければならない。

第16条 (解任)役員が次の各号のいずれかに該当するときは、その役員に弁明の機会を与えた上

で総会において3分の2以上の決議に基づいて解任することができる。

①心身の故障のため職務の執行に堪えられないと認められるとき。

②職務上の義務違反があると認められるとき。

③その他役員として相応しくない行為があると認められるとき。

2、 前項の規定にかかわらず、役員が法第47条第 1号に規定する欠格事由に該当すると

認められるときは、理事会の決議に基づいて解任することができる。

第17条 (役員の報酬)役員のうち、常勤又はそれに準ずる役員は理事会の決議により有給とする

ことができ、その余の役員は無給とする。

2、 前項の有給の役員の員数は、役員総数の 3分の 1以下でなければならない。

3、 役員には、その職務執行に必要な費用を弁償することができる。

4、 前 3項に関し必要な事項は、総会の議決を経て、代表理事が別に定める。

第 4章  顧 問

第18条 (顧問)本会に顧間を若干名置くことができる。

2、 顧間は、理事会の推薦により、代表理事が書面をもって委嘱する。

3、 顧間は、理事会に出席することができ業務について代表理事の諮問に応える。
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4、 この法人に特別の貢献があつた顧間を、特別顧間とすることができる。

第 5章  会 議

第19条 (種別)こ の法人の会議は、総会及び理事会の 2種とする。

2、 総会は、通常総会と臨時総会とする。

第20条 (総会の構成)総会は、この法人の最高の意思決定機関であって、正会員をもって構成す

る。

2、 賛助会員及び特別会員は、総会に出席 し意見を述べることができる。

第21条 (総会の権能)総会は、この法人の運営に関する次の事項を議決する。
①定款の変更
②解散及び合併
③事業計画及び活動予算
④事業報告及び決算
⑤役員の選任又は解任、職務及び報酬
⑥入会金及び会費の額
⑦会員の除名
③解散における残余財産の帰属
⑨その他理事会が総会に付議した事項

第22条 (総会の開催)通常総会は、毎年 1回開催する。

2、 臨時総会は、次に掲げる場合に開催する。

①理事会が必要と認め招集の請求をしたとき。

②正会員の5分の1以上から会議の目的を記載した書面により招集の請求があったとき。

③監事が第 14条第4号の規定に基づいて招集するとき。

第23条 (総会の招集)総会は、前条第 2項第 3号によって監事が招集する場合を除いて、代表理

事が招集する。

2、 代表理事は、前条第 2項第 2号の規定による請求があったときは、その日から30日 以

内に臨時総会を招集しなければならない。

3、 総会を招集するときは、総会の日時、場所、及び審議事項を記載した書面をもって、

すくなくとも7日 前までに正会員に対して通知を発しなければならない。

第24条 (総会の議長)総会の議長は、その総会に出席 した正会員の中から選出する。

第25条 (総会の定足数)総会は、正会員の4分の 1以上の出席がなければ開催することができな

い 。

第26条 (総会の議決)総会の議事は、この定款に規定するもののほか、出席 した正会員の過半数

をもって決し、可否同数の時は、議長の決するところによる。

2、 議決権は、 1人 (又は 1団体)につき 1個 とする。
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第27条 (総会での表決権等)各正会員の表決権は平等なものとする。

2、 やむを得ない理由により総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知された事項に

ついて書面もしくはFぶや電磁的方法をもって表決 し、又は他の会員を代理人として表決

を委任することができる。

3、 前項の規定により表決した正会員は、前 2条の規定の適用については出席したものと

みなす。

4、 総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その議事の議決に加わるこ

とができない。

第28条 (会議の議事録)総会の議事については、議長において議事録を作成する。

2、 議事録には、議長及びその会議に出席した正会員のなかからその会議において選任さ

れた議事録署名人 2人以上が記名押印をしなければならない。

第 6章  理事会

第29条 (理事会の構成)理事会は理事をもって構成する。

2、 理事会は、この定款に別に定める事項のほか、次の事項を議決する。

①総会に付議すべき事項

②総会の議決した事項の執行に関する事項

③その他運営に関する重要事項

第30条 (理事会の開催)理事会は、次に掲げる場合に開催する。

①代表理事が必要と認めたとき。

②理事現在数の3分の1以上から会議の目的である事項を記載した書面をもって招集の

請求があったとき。

③監事から招集の請求があったとき。

2、 代表理事は前項第 2号及び 3号の請求があったときは、その日から20日 以内に理事

会を招集しなければならず、代表理事がその期間内にこれを行わないときは請求者が自

ら招集できるものとする。

3、 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載 した書面また

は電磁的方法により開催の日の少なくとも7日 前までに通知を発しなければならない。

第31条 (理事会の議事)理事会の議長は代表理事がこれにあたる。

2、 理事会においては理事現在数の過半数の出席がなければ開会することができない。

3、 :理事会への出席については、会議の場所への直接の参集の他に、双方向性及び即時性

が確保されたウェブ会議システムでの参加も出席とみなす。

4、 理事会の議事は、出席 した理事の過半数をもって決する。

5、 やむを得ない理由により理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知された事項に

ついて書面もしくは電磁的方法をもって表決し、又は他の理事を代理人として表決を委
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任することができる。

6、 前項の規定により表決した理事は、第 2項および第 3項の規定の適用については出席

したものとみなす。

7、 緊急を要する事項など、代表理事が必要と認めた事項について、代表理事から全理事

に書面、FAX又は電磁的方法により通知し賛否を求めた場合には、書面、FAX又は電磁的

方法による理事総数の過半数を得た賛否をもって、持ち回り議決として、理事会の議決

とすることができる。

8、 理事会の議事については、議長において議事録を作成し、議長及びその他の理事 1人

以上が、記名押印しなければならない。

9、 前項の規定にかかわらず、第7項の持ち回り議決の場合には、理事総数、代表理事が全

理事に通知した事項と通知から表決までの経緯、及び各理事の表決結果と付記意見の内

容等の記録をもって議事録とする。この議事録には、代表理事及びその他の理事1人以

上が、記名押印しなければならない。

第 7章  資 産

第32条 (資産の構成)この法人の資産は、次に挙げるものをもって構成する。

①財産目録に記載された財産
②会  費
③寄付金品
④財産から生じる収益
⑤事業に伴なう収益
⑥その他の収益

第33条 (資産の区分)こ の法人の資産は、特定非営利活動に係る事業に関する資産とする。

第34条 (資産の管理)この法人の資産は、代表理事が管理し、その方法は理事会の議決を経て、

代表理事が別に定める。

2、 この法人の経費は資産をもって支弁する。

第 8章 会 計

第35条 (会計の原則)こ の法人の会計は、法第 27条各号に掲げる原則に従って行わなければな

らない。

第%条 (会計区分)この法人の会計は、特定非営利活動に係る事業会計とする。

第37条 (事業年度)こ の法人の事業年度は、毎年 4月 1日 に始まり、翌年 3月 31日 に終わる。

第38条 (事業計画及び予算)こ の法人の事業計画及びこれに伴う活動予算は、毎事業年度ごとに

代表理事が作成し、総会の議決を経なければならない。

2、 前項の規定にかかわらず、事業年度中であっても、代表理事が事業計画及び活動予算

に変更の必要があると認めるときは、理事会の議決を経て、これを変更することができ

-6-



る

3、 事業計画及び活動予算の変更があった場合は、代表理事は、その変更後最初に開催さ

れる総会に、その内容を報告 しなければならない。

第39条 (暫定予算)前条の規定にかかわらず、代表理事は、理事会の議決を経て、予算成立まで

の期間に係る暫定予算を編成し、執行することができる。

2、 前項の暫定予算による収益費用は、新たに成立した予算の収益費用とみなす。

第40条 (予備費)予算超過又は予算外の支出に充てるため予算中に予備費を設けることができる。

2、 予備費を使用するときは、理事会の議決を経なければならない。

第41条 (事業報告及び決算)こ の法人の事業報告書、活動計算書、貸借対照表及び財産目録等決

算に関する書類は、毎事業年度終了後、速やかに、代表理事が作成し、事業年度終了後 3

ヶ月以内に、監事の監査を受け、総会の議決を経なければならない。

第 9章  定款の変更及び解散

第42条 (定款の変更)こ の法人が定款を変更しようとするときは、総会に出席した正会員の4分

の3以上の多数による議決を経、かつ、法第25条第3項に規定する以下の事項を変更す

る場合、所轄庁の認証を得なければならない。

①目的

②名称

③その行う特定非営利活動の種類及び当該特定非営利活動に係る事業の種類

④主たる事務所及びその他の事務所の所在地 (所轄庁の変更を伴うものに限る)

⑤社員の資格の得喪に関する事項

⑥役員に関する事項 (役員の定数に関する事項を除く)

⑦会議に関する事項

③その他の事業を行う場合における、その種類その他当該その他の事業に関する事項

⑨解散に関する事項 (残余財産の帰属すべき事項に限る)

⑩定款の変更に関する事項

2、 この法人の定款を変更 (前項の規定により所轄庁の認証を得なければいけない事項を

除く。)したときは、所轄庁に届け出なければならない。

第43条 (解散)こ の法人は、次に掲げる事由により解散する。

①総会の議決

②目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能

③正会員の欠亡

④合併

⑤破産手続開始の決定

⑥所轄庁による設立認証の取消し

2、 前項 1号の事由によりこの法人が解散するときは、正会員総数 4分の 3以上の承諾を

得なければならない。

3、 第 1項第 2号の事由により解散するときは、所轄庁の認定を得なければならない。
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第44条 (清算人の選任)こ の法人が解散したときは、理事が清算人となる。ただし、合併の場合

による解散を除く。

第45条 (残余財産の帰属)この法人が解散したときに残存する財産は、前条の総会において議決
した、他の特定非営利活動法人または公益社団法人、公益財団法人に譲渡するものとする。

第46条 (合併)こ の法人が合併しようとするときは、総会において正会員総数の4分の 3以上の

議決を経、かつ所轄庁の認証を得なければならない。

第 10章  公告の方法

第47条 (公告の方法)この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲載し

て行 う。ただし、法第28条の2第1項に規定する貸借対照表の公告については、この法人の

ホームページにおいて行う。

第 11章  事務局

第48条 (事務局の設置等)この法人の事務を処理する為、事務局を設置する。

2、 事務局には、事務局長及び所要の職員を置く。

3、 事務局長及び職員は代表理事が任免する。

4、 理事は事務局長もしくは職員と兼職することができる。

5、 事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、理事会において定める。

第 12章  雑 則

第49条 (備え付け書類)事務局は各事務所において、定款、その認証及び登記に関する書類の写

し、役員名簿、並びに法第 54条に定められた書類を備え置かなければならない。

2、 事務局は毎年度始めの3月 以内に、前年度における下記の書類を作成し、これらを、

その作成の日から起算して五年が経過した日を含む事業年度の末日までの間、各事務所に

備え置かなければならない。

①前事業年度の事業報告書、活動計算書、貸借対照表及び財産目録等決算に関する書類。

②前事業年度の年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことのある者全員の氏名

及び住所又は居所並びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載

した名簿)。

③前事業年度の末日における正会員のうち10人以上の者の氏名 (法人にあってはその名

称及び代表者氏名)及び住所または居所を記載 した書面。

④その他、法第 54条によって必要とされる書類。

第50条 (閲覧)会員及び利害関係人より前条の備え付け書類の開覧請求があったときは、これを

拒む正当な理由が無い限り、これに応 じなければならない。

第51条 (細則)この定款の施行について必要な事項は、理事会の議決を経て、代表理事が別に定

める。

-8-



附  則

1、 この定款は、この法人の成立の日から施行する。

2、 この法人の設立当初の役員は、第 12条第 1項の規定にかかわらず、設立総会において定め

る別表役員名簿のとおりとし、その任期は、第 15条第 1項の規定にかかわらず、この法人

の成立の日から平成 11年 6月 30日 までとする。但し、所轄庁の認証がこれ以降になる場

合は、所轄庁の認証後、次の通常総会の日までとする。

3、 この法人の設立初年度の事業年度は、第 37条の規定にかかわらず、この法人の成立の日か

ら平成 12年 3月 31日 までとする。

4、 この法人の設立初年度の事業計画及び収支予算は、第 38条の規定にかかわらず、設立総会

の定めるところによる。

5、 この法人の設立当初の会費は、第 8条第 1項の規定にかかわらず、設立総会で定められた下

記の額とする。

正会員年会費  一般 10,000円 、団体 30,000円 、学生 5,000円
賛助会員年会費 一般 10,000円 、団体 30,000円 、学生 5,000円

附  則

この定款は、平成 25年 6月 15日 から施行する。

附  則

この定款は、平成 25年 10月 15日 から施行する。

附  則

この定款は、平成 30年 6月 16日 から施行する。

附  則

この定款は、平成 30年 9月 18日 から施行する。

附  貝1

この定款は、令和元年 6月 15日 から施行する。

附  則

この定款は、令和元年 8月 13日 から施行する。
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附  則

この定款は、令和 2年 9月 10日 から施行する。

附  則

この定款は、令和 4年 8月 3日 から施行する。

附  則

この定款は、令和 年 月 日から施行する。 ′

(別 表 )

設立当初役員名簿

役 職 氏 名

(代表理事)

(副代表理事)

理  事

事

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

監

     

   

熊岡 路矢

磯田 厚子

(アイネス エム ハ
゛
スカヒ

゛
ル)

Inez M.Baskerville

大河内 秀人

大野 和興

齋藤 誠

田中 優

谷山 博史

西澤 純夫

林 達雄

星野 昌子

横川 芳江

足立 房夫

高塚 直子
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書式第 8号 (法第 10条・第 25条関係)

設立・ 定款変更用

2025年 度 事 業 計 画 書

特定非営利活動法人_三墨璽璽國壁2どL三乙!■≧量二 _̈

1 事業実施の方針

中期目標「他者からの介入・暴力が発生し社会の分断が進む地域で、そこで奪われている人々の権

利と自律的な日々 の暮らしの回復のための基盤をつくる」に沿って、国内、海外における支援事業

を実施する。
内外の情勢や ⅣCが置かれた状況の変化に応じて活動の方向性を柔軟に修正することが求められ

る中、政府補助金に依存しない財政基盤の確立に引き続き取り組むとともに、海外事業においては

限られたリソースの中で何をすべきなのかを見極めながら、私たちが取り組むべき活動を推進する。

なお、政情、情勢が悪化する地域での遠隔からのプロジェクト実施を視野に入れながらの活動とな

るため、駐在員と現地スタッフのコミュニケーションの在り方や資金を含むプロジェクトの進捗管

理など、これまで以上に留意し、現地の流動的な情勢に柔軟に対応できるよう、現地事務所と東京

事務所でも密に連携をとりながら、各事務所のサポー トを続けていく。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【 距82055 】千円 )
疋款 に記載

された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受盗
対象者
人数

事業費
(千円)

①世界各地の

難民、紛争や災

害による被災

民及び社会的

に困難な境遇

にある人々に

対 し て の 救

援・復旧・復興 |

協力事業、及び
|

開発協力事業、|

政策提言並び
|

にそれ らに係 |

る事業    |

区≡コ

プロジェク トロ標「セコン
県
の

守

テ ィ
い

′
⊃

地
資
く
土
な
じ

二L_―

鐸鶴響 菫鐘堕

人 の
い は の 南

に
ア

ア
セ`

度

基 づ

て よる過
な 発 る

の
な

人
実
ど
を
動
動

20251「

4月 1日

2026月「
3月 31日

セコン県 日本人
2名

現地職員
4名

セ コン県
ラカルム
郡お よび
ダックチ
ュン郡
18村

約 900世
帯、
9,000人

27,190

し

し

々

に て

にお
ある



ス ーー

`

冴姿 警
E型二型 重

し
お
の て

り、
|れ

い

安

し
力
,し

に

よ
ら 会を

補習′
1)

校
ま

ロ ー

せ
目

は
業

の事

を島
'ま

る
え

南コル ド
ファン州

日本人
2名

(兼任)

現地職員
3名

南コルドファ
ン州の住
民および
避難民

延ベ

5,942人 24,257

い

活 |

け

.

プ
じ

.

ネ
化
第
ル

ツ
し
は

ル が
と
を
だ
ツ

通

を
ワ

る

を

ツ
し
で レ ベ

現 し
現地
を検

コ リア

韓国、
朝鮮、

本

1ヒ

日
日本人
1名

平和交流
事業に参
加する子
どもたち
とその協
力者

絵画展・
ワークシ
ョップに
参加 した
子 どもた
ちとその
協力者、
観覧者 :

約 400人

大学ピー
スフオー
フムの参
加者 :

約 70名

10,030

夢壁墨璽幽慮

昨年に引き続きタイズ県

コE

タイズ県 日本人
3名

(兼任)

国内避難
民 ※児童保

護支援事
業は調整
中

52,798

に

の

を
で

て

区
る フ

で

に

てい
ジア

く。
大
で
。3

オ
「

5
習
,

メ ン

バ ー ー

新メン
入門編
ル ドワ



の2カ所でCFSを設立 し、
子どもの居場所を提供す
るほか、ファシリテーター
向けの研修や保護者・地域

籍手91す
の啓発活動を実

」壁謹皇奎赳旦主巫⊇
運菫盤璽量生墨力1

避難
が不
アル

民増加のために校舎
足 しているタイズ県
・ムダ

―イシ
お しヽて

が確
整備
の増

保
を
築
ス

と し
びソーラ

シ テムの設置
ス・ホワ

に
に

し

も NMOと
し、イエメン
国内に伝え、
せ る政策提
発信にも取

を実

協力
の情
紛争
言に
り組

報を
を終
つな
む 。

が る

校舎増築
事業 :

生徒
2.547
人、教員
10人、保
護者 約
20人

匡型璽璽コ

・ ビルマ′ミャンマ■堅急

=コ
三璽亜亜互ヨ里翌I~~

関
体
よ
め

れ
係
と

.ま

の

の
|

を通
でき

して
る団
軍に
のた
のな

る妨
に利

強

い形
意 し
て必

つ つ

食住
援す

の

フ

衣
支

る

ビルマ/

ミャンマ

日本人
3名

(兼任)

被災者 チ] 1'°°°1,817

②国内の大規

模災害で被災
した人々に対

しての救援・復
旧・復興協力事

業、政策提言並

びにそれ らに

係る事業

回聾狸藝コ

・東 日本大震災レベルの大
規模災害発生時における
災害支援

日本国内 数名
(兼任)

日本国内
の災害が
発生した
地域およ
び避難エ

リア

緊急に募
金を募る

いてい

シ ェ ル



パレスチナ

・ガエ堅昼茎墨

①栄養支援
AEIと 連携 し、2歳以下の

子 どもに対する栄養スク

リーニングおよび栄養補
助食品の配布、保護者や妊
産婦への栄養などについ

て知識を普及することで、
子 どもの栄養失調予防お
よび早期発見を行 う。
②医療支援
避難所などで診療を行 う
現地 NGO(PMRS)を通
して、必要な医薬品を配布
することにより軍事攻撃
により負傷したり感染症
を患つたり、適切な治療を
受けられなかった慢性疾
患患者の回復に寄与する。
また、1歳以下の子どもに
ミルクを配布し(乳糖不耐
症の子どもには専用のミ
ルクを配布)子 どもたちの

健全な成長を促す。

上 コE

ン

レ

や青少年たちの社会
的経済的自立を目指 し、収
入手段を得 るための職業
技術訓練を実施すると同
時に、自立に必要なライフ
スキルを身につける研修
を行 う。また、事業終了後
も女性や青少年たちが社
会的経済的自立に向けた

行動が継続できるよう、サ
ポー ト体制も整備する。本
事業は 3ヵ 年の最終年度
にあたるため AWCと と

もに事業評価を行った う
えで、2026年度以降の事
業立案を行います。

・その他
駐在員の労働 ビザについ

ては、現地ネットワークと
の情報交換などを通 じて

最適な方法を検討する。

東エルサ
レム、ガ
ザ地区

日本人
3名

現地職員
2名

ガザ地区
と東エル
サレムの
住民

ガザ :

子ども
2.000
人、保護
者および
妊産婦の
ミ́2.000

人、潤接
神益者

∞他
‐支援酪
∂

２ｏ，０川雲
は
東エルサ
レム :

女性のベ
692´人.、

青少年女
子 の ベ
374人、
間接稗益
者
24,040
人

91,209



③前項① `②に

関 して、機関

紙・刊行物等の

発行及びマス

メディア等を

通 じての広報

活動並びに社

会教育、政策提

言などの事業

f_コ ::L:::!:_11=二 1:![」!::≧ ]ilillillli:illllil::]l]!:1:::」 l]|:ll

して

8月 に実施される TICAD
2025(アフリカ開発会議 )

のセ ッシ ョン参加等を通
じて情報収集を行い、そこ
で得た情報も踏まえて今
後のアフリカの資源開発
に対するJVCの取り組み
を検討する。

の

JVCのア ドボカシーの課
題を団体内で共有し、関連
事項に関する内部での勉
強会を実施する。また、各
事業チームと相談 しなが

ら、必要な声明発出や政
府 0メ ディアヘの働きかけ
をサポー トする。

日本、海
外の活動
地および
周辺国、

日本

日本人
1名 4,209

因日

・情報発信・広量

― 団

顔 と

具体的
連携 し
ア ドボ

チームと

発 信 、広
Youtube

き か

の ほ

について
に向けた

日本国内 日本人
4名

43,448

々、パ ―ヽト
ッフな
の見え

オ ン

ステ
ただ

ア ッ

た め

し
* るベ

ず多
る
*



ン

日のご な
予ど

測
能
年
を
援
Ｆ

で
外
な
度

上回っ

し 25

7290
目標
品支

1680

の分
か し

一
ら
△ヽ
言ンライン で の 口 ‐―

して

このタイ ミ
周
ン

の呼び

い
に
し
う
ま

る
関
な

レ マ

な

イ

て
グ

し
が

て は

て い

に‐つい
へ の

JVC

会
た
て

て託 |

な環 |

ノ h
＼ ソ れ

たい

へのインタビ
した小冊子のユ

~~

・
Ｖ
。て
レ
う

カ カ ン
なが担っていたよ

も一

た な
る|

果
か して

④この法人の

目的にかなう

事業を行なっ

ている他団体
に対 しての支

援事業

他 NGO数 団体に対 して
事務所スペースを貸与 し
支援する。

日本国内 日本人 1

名

対象団体
の職員な

ど

475

ｏ
Ｆ
０

る

４
‐

で の

かけも

ス タ
い の つ

つ
し

し
つ

ロ キ ン

の

ペ ー ン

る`ため、「
る
は
し

い

‐

(・ い

での分析
え活動に



書式第 8号 (法第 10条・第 25条関係)

設立・ 定款変更用

2026年 度 事 業 計 画 書

特定非営利活動法人_¨旦杢理塵:望:菫:二ど:L」三Z11■≧豊二_
1 事業実施の方針

国内、海外において 2025年度で実施した支援事業を継続する。

国外の事業地では、地域のイニシアティブを尊重した地域支援活動・救援活動などを行い、
これらの活動を実施 しながらみえてきた課題について、国内に向けた政策提言を実施する。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【 256,737 】千円 )
定款に記載

された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

①世界各地の

難民、紛争や災

害による被災

民及び社会的

に困難な境遇

にある人々に

対 し て の 救

援・復旧・復興

協力事業、及び

開発協力事業、

政策提言並び

にそれ らに係

る事業

フオ ス

・農村住民による共有資源
の管理と利用の支援

2026年

4月 1日

2027年
3月 31日

セ コン県 日本人
2名

現地職員
4名

セコン県
の住民 調整中 27,000

パレスチナ

・青少年を対象にした支援
事業 (東エルサレム)

・ガザ緊急支援 (ガザ地区)

東エルサ
レムヽガ
ザ地区

日本人
3名

現地職員
2名

東エル
レムと
ザ地区|

住民

サ
ガ
の

調整中 91,000

・紛争による避難民の支援

ス ー・

南コル ド
ファン州

日本人
2名

(兼任)

現地職員
3名

南コルドファ
ン州の住
民および
避難民

調整中 24,000

・現地支援 (必要に応じて)

・平和交流/日 本国内活動

コ ′ア

韓国、北
朝鮮、日

本

日本人
1名 ど

と

調整中
10,000

。国内避難民の子ども支援

コE

タイズ県 日本人
3名

(兼任)

国内避難
民 調整中

52,000

國堅憂田

・緊急支援 (必要に応じて)

数名
(兼任)

国外の災
害が発生
した地域
および避
難エ リア

1,000

る
た

海外事業
地もしく
は新規事

業地



②国内の大規

模災害で被災
した人々に対
しての救援・復
!日・復興協力事

業、政策提言並
びにそれ らに

係る事業

国亜匡≡国

。東 日本大震災レベルの大
規模災害発生時における
災害支援

日本国内 数名
(兼任)

日本国内
の災害が
発生した
地域およ
び避難エ

リア

緊急に募
金を募る

③前項①・②に

関 して、機関

紙・刊行物等の

発行及びマス

メデ ィア等を

通 じての広報

活動並びに社

会教育、政策提

言などの事業

・安全保障政策、ODA政
策に関するア ドボカシー
・ネットワーク活動

日本、海
外の活動
地および
周辺国、

日本

日本人
1名 4,000

・情報発信、広報
・ファンドレイジング

日本国内 日本人
4名

43,000

④ この法人の

目的にかな う

事業を行なっ

ている他団体
に対 しての支

援事業

他 NGO数 団体に対 して
事務所スペースを貸与 し
支援する。

日本国内 日本人 1

名

対象団体
の職員な

ど

475



書式第 9号 (法第 10条・第 25条関係)

科 目
特定非営利活動

に係る事業
含 討

I 経常収益

1

2
3
4
5

受取会費
受取寄付金

受取聴成金
受取補助金
その他収益
受取利息
雑収入

経常収稲計

53(D,000
120,726.129
17,083,192
9Q873381

28760
1,699,03Q

a30Э,000
12Q720129
17,083,192
96,873381

2a760
1.699,030

24■710.492 241,710,492

1事業費
(1)人件費

給料手当

退彗金 了70,427
2,981,637
2.164.834通勤費

家賃手当

法定福利費
福利厚生贅
人件費計

(2)その他経費

売上原価
トレーニング費用
会場使用料

会議費
プロジェクト詢資

旅費交通費
通信運搬費
印刷製本費

消耗品費
研修費
業務委話費
車両費

事務所家賃

水道光熱費

修繕費
滅罰償却費
広告宣伝費

諸会費
新聞図書費

租税公課
支払手数料

雑費
保険料

予備責
その他経費計

事業費計
2管理喪

(1)人件費

役員報酬
給料手当

Q
lQ551

3,308,691

218937
524〔L735

1

a456,625
271

1

1

558,817
11

588251
302,487
97,了61

1

14,994,1
74821

通動費
法定福利費
福利厚生費

人件責計

(2)その他経費

会場使用料
会議贅
旅費交通費
通信運搬費

印刷製本費

消耗品質
研修費
業務委託責

事務所家賃
水道光熱費

リース料

修経費
諸会費
新聞図書費
租税公課

支払手数料
雑費
保険料
その他経費計

管理費計

経常費用計

41

2,725,000

1

1,779061
1,401,41

1

3,741,920
1.344,437

76,167

1

45,51

83879,067
7了O.427

2981,637
2164,834
0758,600

10,551,C68
143,7〔Ю

104249,431
l

20,C〔Ю l

330B‐6911
1〔B,7281
218田71

52487351
14006,0691
5,45Q6251
27186001
7455〔51

233,〔 XX〕 |

98,474,339
1,54Q080

11,696675
553817
119699
306.530
388251
302487
97,761
36.500

5522385
28,076

1879,908
区Ю,αЮ

153.805,958

258,CXX1389

32α)(XЮ
14,994.1〔Ю

748217
4150

2725,000
38),CЮ 0

22.5126Qヱ

12aC))|
368,30DI

l,779,0611
1,401.412
193000
6748∞
ID.∝Ю

3741,920
1.344,437

76,167
620,400
50,CXX)

500,(XⅨ〕

15000
4(1512

470,656
50,CXⅨD

l10,αЮ
11.969.325
34、482.132

292,537521
▲ 50,827,029

壼

0

経常外費用計

税31前当期正味財産増減額

法人税、住民税及び事業積

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産額

▲ 50827,029
70,C00

▲ 50,827,029
70,000

▲ 5Э,897,029
269.403.807 269.403.EX〕7
2118.5Cて 7ヽ73 218506,778

202襲 』5]塾量墨肇書

特定非営利活動法人 日本国際ボランティアセンター

設 立 ・ 定款 変更 用



書式第 9号 (法第 10条・第 25条関係)

設 立・ 定款 変更 用
匹Йユ室菫_涯憂奎藍

特定非営驀活動法人日本国際ボランテイアセンター

番 目
特定非営利活動

|こ係る事業
合計

I経常収益
1受取会費
2受取寄付金
3受取助成金
4受取補助金
5その他収益
経常収益計

5,300,000
170,326.129
17,088,192
96,873,381
1_7,7.790

5300,000
17(D,32a129
17,088,192
96873,381
■727.790

,91.310_492 291.3110.492

I経常費用
1事業費

(1)人件費

給料手当

退職金

退職給与引当金繰入額
通勤費

家賃手当
法定福利費

福利厚生費
人件費計

(2)その他経費
売上原価
トレーニング費用

会場使用料

会議費
プロジェクト物資
旅費交通費

通信運搬費
印躍製本費
消耗品費
研修費
業務委託費
車両費

1     事務所家賃
1    水道光熱費
1     修経費
1     滅価償却費

1     広告宣伝費

1     譴会費

1     新聞図書費

1     租税公課

1    支払手数料

1     雑費
保険料
予備費
その他経費計

事業費計
2管理費

(1)人件費
役員報酬

給料手当

退霧給与引当金繰入額

通動費
法定福利費
福利厚生費
人件費計

(2)その他経費
会場使用料
会議費
旅費交通費

通信運搬費
印刷製本費
消耗品費
研1馨費
業務委託費
事発所家賃
水道光熱費
リース料
修繕費
諸会費
新聞画書費
租税公課
支払手数料

難費
保険lH

その他経費計
管理費計

経常費用計
当期経営菫減額

8Q462267
770,427

2,981,637
2,164,834
Q758,609

101551,(X38
143,789

80,462267
770.427

2,981,637
2,164,834
Q73a.009

10,551,(X〕B
l紀789

103.832631 103832,631

20,ooo
330a'691

13€.728
21&SG7

5248.735
14.00A069
54S625
,7 aA AFt-r

745,505
233500

97.074339
1,540,O8O

11.695675
55a'417
119,699
366.530
584251
fi2447

9'7.(61
34500

5521,395
2&O76

1.479.904
1.m.m

20,000
330a691
138,728
218937

5248735
14,006,C69
545Q625
2,718680
745,505
23a500

97.074.339
1,540,080

11,69邑675
55&817
119,699
866.530
5ε8,251
302487
97,761
3a1500

5521,395
28076

1,879,908
1.CXX■ 1000

152904、968 152,∝X,968
256.737.599 256.737,599

3250,αЮ

14,904■ 90
743217
415,400

2725000
38Э,αЮ

32〔Ю,αD
14,994,190

748,217
415,400

2725CX3()
380〔 XⅨD

22,512,8(D7 ,2512_807

128,000
3683CЮ

l,779,α 31

1,401,412
193,000
674,800
4CX),000

3,741,920
1,344,437

70167
6乏K),400
50,0∞

5α),600
15000
45512

470,656
50000

110.(X〕Э

12300Э I

36a3CЮ I

l,779061
1,401412‐
193,CЮ0
674β 160

400,CX〕Э

3,741,920
1,344,437

70167
620,400
33,000

500,600
15(IЮ
45512

47Cヽ656
50,CXⅨD

ll().(】 EX〕

11,969.325 11,〔X39,325
34.482、132 34,482,132

291,219,731 291,219,731
9Э,761 90.761

III経常外暉,2益
経常外収益計 0 0

Ⅳ 経常外費用
経常外費用計
税引前当期正味財産増減額
法人税、住民税及び事業執

当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額
次期繰越正味財産額

0 0

9D,761 90,761
7Q000 70000
20,761 ,0、761

218,〔X】5,778 21860a了 78
,11■5,7_539 ,185,7639

*




